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第４章 各 種 届 出 

  

医療法人の役員に変更があった場合、登記事項に変更が生じた場合、医療法人の決算が終

了した際等は、それぞれに関する届出を、東京都知事宛てに提出しなければなりません。 

（必要書類については、下記及び「各種届出の添付書類一覧表」を参照） 

 ※ 届出書類の作成に当たっては、本手引の様式を使用してください。 

なお、著しい記載漏れや添付書類の欠落がある場合は提出を受け付けることができま

せんので、ご注意ください。 

各届出様式は、東京都保健医療局のホームページからダウンロードしてください。 

 東京都保健医療局＞医療政策＞医療法人の設立・運営＞医療法人運営の手引 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/uneitebiki.html 

 

１ 役員変更届（医療法人役員変更届） 

医療法人は、役員に変更があった場合（任期満了に伴う重任の場合を含む。）は、医療法

人の役員変更届を、遅滞なく東京都知事宛てに提出しなければなりません。 

なお、開設した診療所等の管理者を変更した場合で、役員に変更がない場合は、役員変

更届の提出は不要です。                ･･････ 令第5条の13 

  添付書類は、次のとおりです。（各種証明書は、発行から３か月以内のものを添付して 

ください。） 

（１）新たに役員に就任する場合 

ア 役員改選を行った会議（社員総会、理事会、評議員会）の議事録（写しの場合は原

本と相違ない旨の理事長の証明があること。） 

  イ 新役員の履歴書（医療法第４６条の５第５項が準用する第４６条の４第２項の役員

欠格事由に該当しない旨の誓約があること。）（押印は実印による。） 

  ウ 新役員の役員就任承諾書（押印は実印による。） 

  エ 新役員の印鑑登録証明書（Ａ４版より小さい証明書は、Ａ４用紙に貼付すること。 

割印は不要です。） 

  オ 理事長が変更になる場合は、医師（歯科医師）免許証の写し 

  カ 開設・経営する営利法人等の役職員を兼務する場合は、兼務する営利法人等の規 



 - 26 -

模・取引内容が確認できる書類（登記事項証明書等） 

  キ 役員名簿 

（２）任期途中で役員を辞任する場合 

ア 辞任を承諾した会議（社員総会、理事会、評議員会）の議事録（写しの場合は原 

本と相違ない旨の理事長の証明があること。） 

  イ 辞任届（押印は実印による。） 

   ※管理者たる理事退任の場合は、辞任届又は管理者を退いたことが確認できる資料

（診療所開設許可（届出）事項一部変更届、管理者の変更を議決した理事会議事録

等の写し）を添付 

  ウ 役員名簿 

  ※ 管理者たる理事が管理者の職を退いたときは、理事の職を失います。引き続き医 

療法人の理事を務める場合は、再任する旨を議案として議事録へ記載してください。 

（３）任期満了に伴い役員を重任する場合・退任する場合 

ア 重任････会議（社員総会、理事会、評議員会）の議事録（写しの場合は原本と相 

違ない旨の理事長の証明があること。）（記載例あり） 

履歴書（前回提出した履歴書から経歴に変更がある場合のみ） 

就任承諾書（原則は不要ですが、重任する役員が選任された会議に欠席し

ている場合や、内諾している場合は必要です。） 

イ 退任････会議（社員総会、理事会、評議員会）の議事録（写しの場合は原本と相 

違ない旨の理事長の証明があること。）辞任届は不要です。 

  ウ 役員名簿 

（４）役員が死亡した場合 

  ア 死亡を確認できる書類（除籍事項証明書（除籍謄抄本））等（原本） 

又は死亡診断書の写し） 

  イ 役員名簿 

（５）役員に改姓・住所変更が」生じた場合 

ア 改姓････該当者に係る戸籍事項証明書（戸籍謄抄本）（原本） 

イ 住所変更････住民票（原本） 

     ※住民票については、個人番号（マイナンバー）の記載がされていないもの、該当
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者の情報のみのものを添付してください。本籍地の記載も不要です。 

 

２ 事業報告書等  

    医療法人は事業報告書等を作成し、東京都知事宛に提出しなければなりません。  

（１）事業報告書等の作成・承認の流れ        ･･････ 法第51条から第52条 

    ア 毎会計年度終了後２月以内に、事業報告書等を作成する。 

イ 事業報告書等について、監事の監査を受ける。 

ウ 監事の監査を受けた事業報告書等について、理事会の承認を受ける。 

エ 理事は、理事会で承認を受けた事業報告書等を社員総会に提出する。 

オ 理事は、社員総会の招集の通知に際して、社員に対し理事会の承認を受けた事業報

告書等を提供する。 

カ 事業報告書等のうち、貸借対照表及び損益計算書は社員総会の承認を受ける。貸借

対照表及び損益計算書以外の事業報告書等の内容は社員総会に報告する。 

キ 事業報告書等及び監事の監査報告書を、毎会計年度終了後３月以内に東京都知事に

提出する。 

※ 法第51条第2項に該当する法人は、公認会計士又は監査法人の監査を受ける必要があ

ります（法第51条第2項の「厚生労働省令で定める基準」とは規則第22条の2）。また、

貸借対照表及び損益計算書については、社員総会の承認後、公告しなければなりませ

ん（法第51条の3） 

（２）事業報告書等の添付書類 

  ア 事業報告書等届出書 …書面提出の場合は提出が必要（押印不要） 

イ 事業報告書  

  ウ 財産目録 

  エ 貸借対照表 

  オ  損益計算書 

  カ 関係事業者との取引の状況に関する報告書 

    キ 監事の監査報告書（押印不要） 

なお、医療法人の形態により、提出する様式が異なりますので、次項を参 

照の上、該当する様式を使用してください。 
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※事業報告書等届出書（Wordファイル）は、書面提出時には必ず添付してください。な

お、２（１）G-MIS（医療機関等情報支援システム）により提出する場合は、この提出

書の添付は不要です。 

（３）作成様式（令和５年９月29日改正） 

    様式は医療法人の形態によって異なりますので、以下の図を確認の上、該当するタイプ

の様式を使用してください。 

※事業報告書等については、閲覧の対象（公開）となります（医療法第52条第2項）。 

※タイプ別の作成様式 
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※タイプ別の作成様式については、ホームページからダウンロードをしてください。 

 東京都保健医療局＞医療政策＞医療法人の設立・運営＞届出等様式＞事業報告書 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/shinsei_hojin/kessan.html 

 

３ 経営情報の報告（医療法人が運営する病院・診療所にかかる経営情報の報告） 

全ての医療法人は、毎会計年度終了後に、当該医療法人が開設する病院又は診療所ごと

の収益及び費用等の情報（以下「経営情報等」という。）を東京都知事に報告しなければな

りません。                       ･･････ 法第69条の2第2項 

（１）報告対象となる医療法人 

      令和５年８月以降に決算期を迎える全ての医療法人が対象となります。 

ただし、医療法人が、当該報告に係る会計年度における法人税の申告において租税特

別措置法第67条第１項の規定による社会保険診療報酬の所得計算の特例を適用して所得

の金額を計算した場合（いわゆる「四段階税制」を適用した場合）には、当該会計年度

に係る報告の対象外となります。 

 （２）作成様式 

   ア 病院に係る報告事項【様式１】 

経営状況に関する情報、職種別給与総額及びその人数に関する情報 

イ 診療所に係る報告事項【様式２】 

経営状況に関する情報、職種別給与総額及びその人数に関する情報 

タイプ1 タイプ2 タイプ3 タイプ4 タイプ5

診療所のみ開設 病院、介護老人保

健施設又は介護医

療院を開設

医療法第51条第2

項に該当する社会

医療法人

医療法第51条第2

項に該当しない社

会医療法人

医療法第51条第2

項に該当する医療

法人

1 ○ ○ ○ ○ ○

2 様式1 様式1 様式1 様式1 様式1

3 様式2 様式2 様式第三号 様式2 様式第三号

4 様式3-2 様式3-1 様式第一号 様式3-1 様式第一号

5 様式4-2 様式4-1 様式第二号 様式4-1 様式第二号

6 様式５ 様式5 様式５ 様式５ 様式５

7 様式６ 様式６ 様式６ 様式６ 様式６

8 様式第四号 様式第四号

9 有形固定資産等明細表 様式第五号 様式第五号

10 引当金明細表 様式第六号 様式第六号

11 借入金等明細表 様式第七号 様式第七号

12 有価証券明細表 様式第八号 様式第八号

13 事業費用明細表
様式第九の一号

様式第九の二号

様式第九の一号

様式第九の二号

様式名称

事業報告書等届出書

事業報告書

附属明細書

財産目録

貸借対照表

損益計算書

関係事業者との取引に関する報告書

監事監査報告書

純資産変動計算書
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    ウ 「報告対象外医療法人」報告書【様式３】 

     ※報告対象外となる医療法人が提出する様式 

 （３）報告期限 

    医療法人から都道府県知事への報告は、当該医療法人の会計年度終了後３月以内に、

行わなければなりません。 

ただし、法第 51 条第５項の規定により公認会計士又は監査法人の監査を受けなけれ

ばならないこととされている医療法人は、会計年度終了後４月以内までに報告しなければ

なりません。 

（４）報告方法 

    経営情報等の報告方法等については、ホームページをご確認下さい。 

東京都保健医療局＞医療政策＞医療法人の設立・運営＞医療法人が運営する病院・診療

所にかかる経営情報の報告について 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/e030300020230907180501952.html 

 

４ 登記届（医療法人の登記事項の届出） 

     医療法人は、登記事項に変更があった場合や解散、合併、分割、清算人の就任又は変更、

清算の結了の場合には、登記を行わなければなりません。 

                       ･･････ 法第43条第1項、組合等登記令 

登記を行ったときは、医療法人の登記事項の届出を、遅滞なく、東京都知事宛てに提 

出しなければなりません。                  ･･････ 令第5条の12 

添付書類としては、登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（原本）が必要です。 

  医療法人が行う登記については、一般的に、次のようなものが挙げられます。 

（１）毎年必ず登記するもの 

   資産総額の変更（決算終了後、資産の総額を登記します。） 

登記の時期は、事業年度（会計年度）終了後３月以内です。 

（２）その都度登記するもの 

ア 理事長の変更 

   ※ 改姓、住所変更を含みます。任期満了で重任する場合も登記が必要です。 

イ 定款（寄附行為）変更認可による登記事項の変更 

    例：新たな診療所の開設 
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ウ 事務所の所在地の変更 

  これらの登記の時期は、主たる事務所の所在地においては変更が生じた後２週間以内、 

従たる事務所の所在地においては、変更が生じた後３週間以内です。 

  ※インターネット登記情報サービスの登記情報は、登記官の認証文や登記官印が付され

ていないため、添付書類として使用できません。 

   ※様式のダウンロードや報告方法等については、ホームページをご確認下さい。 

東京都保健医療局＞医療政策＞医療法人の設立・運営＞届出等様式＞医療法人の登記

事項の届出 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/shinsei_hojin/toki.html 

 

５ 定款（寄附行為）変更届 （医療法人の定款（寄附行為）変更届 

 医療法人の事務所の所在地又は公告の方法のみを変更した場合は、定款（寄附行為）変

更届を、東京都知事宛てに提出しなければなりません。 ･････ 法第54条の9第5項 

ただし、主たる事務所を他の道府県へ移転する場合は、認可権者の変更も必要なため、 

定款（寄附行為）変更認可申請を行わなければなりません。 

  その他定款（寄附行為）の条文を変更する必要がある場合も、定款（寄附行為）変更 

届の提出ではなく、定款（寄附行為）変更認可申請を行い、東京都知事の認可を受けな 

ければなりません。                        （第５章参照） 

 なお、定款（寄附行為）変更認可を受けた事項について、別途定款（寄附行為）変更届

を提出する必要はありません。 

定款（寄附行為）変更届の添付書類は、次のとおりです。 

 ア 定款（寄附行為）の新旧条文対照表 

  イ 新定款（新寄附行為） 

  ウ 定款（寄附行為）を変更することを決議した社員総会（理事会、評議員会）の議事

録（写しの場合は原本と相違ない旨の理事長の証明があること。）（記載例あり） 

  エ 変更後の事務所を登記した登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（原本） 

   ※様式のダウンロードや報告方法等については、ホームページをご確認下さい。 

東京都保健医療局＞医療政策＞医療法人の設立・運営＞届出等様式 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/shinsei_hojin/index.html 
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６ 届出の提出方法 

各届出は、原則として郵送により書面提出してください。控えの返送が必要な場合は、

返送先を記入し必要額の切手を貼付した返信用封筒を同封してください。 

なお、事業報告書、経営情報は、G-MISでも提出することが可能です。この場合、書面で

改めて提出する必要はありません。G-MISや書面提出（郵送）の方法については、ホームペ

ージをご覧ください。 

 

【書面提出先・問い合わせ先】 

 〒１６３－８００１ 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

 東京都保健医療局医療政策部医療安全課医療法人担当 

 電話番号 ０３－５３２０－４４２６（直通） 

 


